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土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律に基づき 

都道府県が公表する基礎調査の結果について 

 

 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律の一部を改正する法

律（平成２６年法律第１０９号。以下「改正法」という。）については、平成２６年１１月

１９日に公布され、本年１月１８日に施行されたところである。本改正は、平成２６年８月

豪雨により広島市北部で発生した土砂災害等を踏まえ、土砂災害から国民の生命及び身体を

保護するため、都道府県に対する基礎調査の結果の公表の義務付け等の措置を講じるもので

ある。 

改正法の施行に伴い、貴団体におかれても、特に下記の事項について、貴団体加盟の宅地

建物取引業者に対する周知及び指導を行われたい。 

 

記 

 

従前より、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２

年法律第５７号。以下「土砂災害防止法」という。）第４条第１項では、都道府県は、土砂

災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域（以下「土砂災害警戒区域等」という。）の指定そ

の他同法に基づき行われる土砂災害の防止のための対策に必要な基礎調査を行うものとさ



 

 

れていたところ、改正法により、同条第２項において、都道府県は、基礎調査の結果を公表

しなければならないとされた。具体的には、土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策

の推進に関する法律施行規則（平成１３年国土交通省令第７１号）において、基礎調査の結

果として、急傾斜地の崩壊等が発生した場合には住民等の生命又は身体に危害が生ずるおそ

れがあると認められる土地の区域及び急傾斜地の崩壊等が発生した場合には建築物に損壊

が生じ住民等の生命又は身体に著しい危害が生ずるおそれがあると認められる土地の区域、

すなわち、土砂災害警戒区域等に相当する範囲を平面図に明示して、都道府県の公報への掲

載、インターネットの利用その他の適切な方法により公表するものとされた。 

また、土砂災害防止対策基本指針（平成１３年国土交通省告示第１１１９号）において、

基礎調査の結果の公表後、都道府県は、市町村と連携して、土砂災害警戒区域等の指定の手

続きを速やかに進めるものとされており、当該土砂災害警戒区域等に相当する範囲について

は、都道府県により土砂災害警戒区域等に指定される可能性があることから、当該基礎調査

の結果については、取引判断に重要な影響を及ぼす事項として、宅地建物取引業者は、宅地

若しくは建物の売買、交換若しくは貸借の相手方若しくは代理を依頼した者又は宅地建物取

引業者が行う媒介に係る売買、交換若しくは貸借の各当事者（以下「宅地建物取引業者の相

手方等」という。）に説明することが望ましい。具体的には、取引の対象となる宅地又は建

物が土砂災害警戒区域等に相当する範囲に含まれる場合には、その旨と当該範囲が土砂災害

警戒区域等に指定される可能性があることを説明することとする。 

また、基礎調査の結果について、故意に事実を告げず、又は不実のことを告げる行為は、

宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第４７条第１号に違反する場合があるもの

と解される。 

なお、土砂災害警戒区域等については、従前より、宅地建物取引業法第３５条第１項に基

づく重要事項説明の対象とされており、具体的には、取得し、又は借りようとしている宅地

又は建物が土砂災害警戒区域内にある場合にはその旨、土砂災害特別警戒区域内にある場合

にはその制限の概要を説明することとされているため、この旨さらに徹底を図られたい。 

以 上 

 


